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1. 研究の背景・目的 

沖縄県石垣島では、サンゴ礁の劣化・死滅が深刻

な問題となっている。サンゴ礁劣化・死滅の主な原

因は、1972年から行われた土地改良による、サトウ

キビ収穫後の畑地からの赤土の流出である。石垣市

を始めとした行政等の関係機関は赤土流出抑制対策

を講じている。赤土流出抑制対策には、大きく分け

て営農対策と土木対策がある。 

土木対策には、土地改良や、排水溝の整備等があ

る。しかし、石垣市の財政による問題と前述の土地

改良が不信感となり住民の理解を得られないため進

捗していない。営農対策には、サトウキビの畝間に

カボチャを植え、根を張る事で赤土の流出を抑制す

る「カボチャ間作」や、圃場周辺に植生帯を設置す

る事で、赤土の流出を防ぐ「グリーンベルト」等の

営農対策がある。しかし、これらの営農対策はサト

ウキビ農家に主体的に実施してもらう必要があるが、

前述した土地改良等、以上のことからサトウキビ農

家は、赤土流出問題を主体的に解決するのは行政で

あるという認識を持つ。そのため実施率は伸び悩ん

でいる。未だ多くの畑地の赤土流出が続いており、

いかにしてより多くの農家の人に、これらの営農対

策を実施してもらうかが課題となっている。 

本研究では、先行研究２）の問題と考えられる、問

題の構造化に関する論理的繋がりの欠如、営農対策

に関する意識モデルが未作成等の問題を解決するた

め、問題の構造化を見直す事から始め、施策ロジッ

クモデルを再構築し、再度アンケートを実施した。 

そして、施策ロジックモデルを数値化し、カボチ

ャ間作の実施率向上のための政策・施策を提案する。 

 図1.研究の対象範囲は、本研究で扱う研究の領域

を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

図1.研究の対象範囲 
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2. 研究の手順 

先行研究で行われたサトウキビ農家13件のヒアリ

ング結果から、カボチャ間作・営農対策に対する問

題を構造化し、施策ロジックモデルの構築を行った。    

その後、石垣島在住のサトウキビ農家の方に、事

実認識を把握するため、施策ロジックモデル及び問

題の構造図の整合性を確認して頂いた。その後、カ

ボチャ間作・営農対策に関する要素意識を質問とし

たアンケート調査をサトウキビ農家に実施した。ア

ンケート調査の結果を、重回帰分析する事により、

施策ロジックモデルを数値化し、サトウキビ農家の

カボチャ間作を実施するか否かを決定付ける要素意

識を把握するため、間作実施に関する意思決定への

影響の強弱を計測し、政策・施策の提案を行なった。 

 

3. 研究手法の説明 

 本研究で使用する問題の構造化とロジックモデル

の構築手法について説明を行う。問題の構造化とは、

社会問題等において、問題として考えられる要素意

識を、それらを論理的に連結させることで、社会問

題の根本的な原因を明確にする手法である。 

「ロジックモデル」とは、問題の構造化で抽出さ

れた要素意識の内、社会問題に大きく依存している

と考えられる要素意識を、階層立てて積み上げて行

く事により、最終アウトカムを達成するための方法

を導き出す手法である。 
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    図2.ロジックモデル構築手法図1） 

 

4. 問題の構造化  
本章では問題の構造化手法を用いて「農家の意

識」を構造化する。石垣島のサトウキビ農家の方に

実施した「赤土流出問題」に関するヒアリング結果

から農家の意識の構造化を行った。 

カボチャ間作栽培実施率向上 その他営農対策実施率向上

限られた予算での効率的・効果的な政策・施策の提案

営農対策実施率向上
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13件の農家のヒアリング結果である問題の構造図

には、多種多様な要素意識が存在しており、赤土流

出対策に対してカボチャ間作の必要性を感じている

要素意識もあれば、カボチャ間作に対してリスク等

の何らかの障害を感じている農家も存在する。 

また一方で、別の営農対策に関する意識要素も存

在する。それらの要素意識を統合することで、図3.

カボチャ間作に関する問題の構造図を作成した。本

研究では、営農対策の意識モデルも作成したが、紙

面上の都合により、カボチャ間作を対象に研究の説

明を行う。 
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図3.カボチャ間作に関する問題の構造図 

 

5. 施策ロジックモデルの構築 
5.1 施策ロジックモデルの構築過程 

前章で作った図3.カボチャ間作に関する問題の構

造図から、間作栽培実施意欲に大きく依存している

と考えられる要素意識を抽出し、意思決定のロジッ

クモデルを構築した。農家がカボチャ間作を実施し

たいと思わせる意識を「必要性の認知度」とし、カ

ボチャ間作・営農対策を実施するに際し、実施意欲

を妨げている意識を「障害」として、大きく2つに

分類した。抽出された要素意識をそれらと分類し、

階層立てて積み上げていくことにより、「カボチャ

間作に関する施策ロジックモデル」を構築した(図

4)。 
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図4.カボチャ間作を実施する意欲 

に関するロジックモデル 

5.2 施策ロジックモデルの検証 

 構築したカボチャ間作・営農対策に関する農家の

問題の構造図及び施策ロジックモデルを、問題の当

事者であるサトウキビ農家の方に、問題の構造図の

要素意識の繋がり、施策ロジックモデルの要因分類

等について問題はないか確認して頂いたところ、問

題の構造図及び施策ロジックモデルの整合性が証明

された。 

今回、整合性が証明された要因としては、先行研

究で施策ロジックモデルを確認して頂いているため、

作成グループ内に、既に現地の方が考えている事が

インプットされている事が、大きな要因として考え

られる。 

 

6. 施策ロジックモデルの数値化 

 
6.1 アンケート調査の実施概要 

 

                    表1.アンケート調査実施概要 

字石垣 字新川 字宮良 字大川
字白保 字大浜 新栄町 字登野白
字平得 字名蔵 字桃里 字真栄里

調査対象者

調査方法

調査期間
調査時間

アンケート回収枚数
アンケート有効回答数

9：00～19：00程度
87部
78部

調査場所

沖縄県石垣島の下記の12箇所の地域の農家の方の
自宅及びサトウキビ畑等に訪問して調査を行った

株式会社石垣島精糖工場に協力をして頂き、石垣島
の、農業種別と農地面積別に計127名のサトウキビ農
家の方々に協力して頂いた。

アンケート用紙を配布、説明後、時間のある方を対象
に聞き取り調査を行った。

平成21年度10月21日～10月30日

  
 

6.2 アンケートの作成 

5章で構築した施策ロジックモデルを数値化するた

め、アンケート調査を実施した。アンケートの作成

工程については、5章で構築した施策ロジックモデ

ルの各要因を基に設問項目を構築し、カボチャ間

作・赤土流出抑制・営農対策に関するアンケートを

実施した。 

アンケートの方法は、施策ロジックモデルの要因

一つ一つに、その意識の強弱の度合いを計る設問を

構築した。アンケートの評価手法としては、主に5

段階評価を用い、例えば[5.非常に思う][4.かなり

思う][3.多少思う][2.少しだけ思う][1.全く思わな

い]という様に、5に近い程その設問を重要視してお

り、1に近い程あまり重要視していないと仮定した。 

設問は、まず下位の要素意識に対応した設問に回

答して頂き、続いて上位の要素意識に対応した設問

に回答して頂く様に設定し、上位要素の内部を把握

した状態での回答を得られる様に配慮した。 

 

6.3 施策ロジックモデルの数値化 

 アンケート調査結果の重回帰分析を行い、施策ロ

ジックモデルを数値化し、図5.「カボチャ間作に関

する施策ロジックモデル(回帰分析後)」、図6.「営

農対策に関する施策ロジックモデル(回帰分析後)」

を構築した。    



 

3 

 本節では、カボチャ間作に関する施策ロジックモ

デルの数値化の方針及びその過程を記す。図5「カ

ボチャ間作に関する施策ロジックモデル(回帰分析

後)」に、アンケート調査結果に基づく、重回帰分

析を行いT値(寄与値)と重決定係数を表した。 

上位要素と下位要素の組み合わせごとに、ブロッ

ク①～⑩とし、各ブロックごとで利用可能なアンケ

ートデータを活用し、重回帰分析を行なった。 

各意識要因の寄与率の判断は重回帰分析の結果か

ら「重決定係数R2、係数、T値」の値を見ることで

行なった。以下にその説明定義を加える。 

「重決定係数R2」とは下位意識の上位意識に対す

る影響度であり、間作実施意欲では、農家に対して

このモデルを基に、政策・施策を実行した時に与え

る効果であると考える。 

「係数」とは、上位意識の下位意識に対する個々

の相関を表している。 

「T値」とは、下位意識と上位意識の度数分布の

違いを考慮した状態での、上位意識の下位意識に対

する個々の相関を表している。 
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図5. カボチャ間作に関する 

施策ロジックモデル(回帰分析後) 
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図6. 営農対策に関する 

施策ロジックモデル(回帰分析後) 

 

7. 政策・施策の提案 
本研究では、図5.カボチャ間作に関する施策ロジ

ックモデル(回帰分析後)における、「間作を実施す

る・しない」の要素意識、「必要性の認知度」と

「障害」の二つの要素意識に個々に最も効果のある

下位の要素意識を、重回帰分析し、考察及び政策・

施策を提案する。営農対策に関しては、図6.営農対

策に関する施策ロジックモデル(回帰分析後)と図8.

営農対策に関する政策・施策の提案図に、効果のあ

った要素意識及び政策・施策を示している。 

 

7.1 「間作を実施する・しない」 

[ブロック①]：表2 

目的変数Y1：「間作を実施する・しない」 

説明変数X1：「必要性の認知度」 

説明変数X2：「障害」 

 

表2.「間作を実施する・しない」 
回帰統計 係数 標準誤差 t 

重決定 R2 0.264 切片（Y1） 0.337 0.207 1.625
標準誤差 0.440 必要性の認知度（X1） 0.171 0.050 3.377
観測数 56 障害（X2） -0.144 0.046 -3.118  
 

(考察) 

「間作を実施する・しない」の重回帰分析を行な

った結果、「必要性の認知度」、「障害」共に、係

数が同程度に高く、双方共に農家の「間作を実施す

る・しない」の判断要因として効果があると考えら

れる。重決定係数は、0.264であり、この間作実施

判断モデルを基に政策・施策を実行した時に与える

効果は、石垣島サトウキビ農家の内、約26％のサト

ウキビ農家に効果があると考えられる。 

 

7.2 「必要性の認知度」 

[ブロック②]：表3 

目的変数Y1：「必要性の認知度」 

説明変数X1：「不安感」 

説明変数X2：「効果」 

 

表3.「必要性の認知度」 
回帰統計 係数 標準誤差 t 

重決定 R2 0.254 切片（Y1） 1.268 0.529 2.395
標準誤差 1.035 不安感（X1） 0.431 0.102 4.215
観測数 67 効果（X2） 0.200 0.110 1.823  
 

(考察) 

「必要性の認知度」を重回帰分析した結果、「流

出抑制や経営等の効果」から生じる必要性の認知度

を、カボチャ間作を始めることによって、精糖工場

へのサトウキビの出荷量が減り、「サトウキビの助

成金が減少するのではないかという経済的不安感」

が上回ったと考えられる。「サトウキビの助成金の

減少から来る経済的不安感」は、最下層の意識のた

め、この結果が「必要性の認知度」の中で最も効果

のある意識要因となる。 
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<政策･施策の提案> 

これらの事より、農家に対して、サトウキビの助

成金が減少している現状及び、カボチャ間作栽培の

効果・有益性をPRする事が効果的であると考えられ

る。 

 

7.3 「障害」 

[ブロック③]：表4 

目的変数Y1：「障害」 

説明変数X1：「心理的」 

説明変数X2：「物理的」 

説明変数X3：「経営的」 

 

表4.「障害」 
回帰統計 係数 標準誤差 t 

重決定 R2 0.508 切片（Y1） -0.045 0.409 -0.112
標準誤差 0.885 心理的(X1) 0.189 0.099 1.899
観測数 56 物理的(X2) 0.031 0.164 0.189

経営的(X3) 0.596 0.179 3.328  
 

(考察) 

「障害」の重回帰分析を行なった結果、カボチャ

の間作栽培を始めることにより、「経費が増加する

ことから生じる経営的障害」が寄与率が一番高く、

農家にとって最も障害となっていると考えられる。

「経費増加から生じる経営的障害」は、最下層の意

識のため、この結果が「障害」の中で最も効果のあ

る意識要因となる。 

 

<政策･施策の提案> 

施策としては、必要性の認知度同様経費の増加と

いう金銭的な意識要因であるため、農協組合や、行

政等の関係機関からの「補助・融資」が効果的であ

ると考えれる。また、この補助費用として、別研究

の「石垣島空の駅構想の検討」での、空の駅の売り

上げの使い道としても、議論が挙がっている。以上

のことから、間作実施意欲の向上に対して、最も効

果があると考えられる要素が明らかになったので、

図7.「カボチャ間作に関する政策・施策の提案図」

を用いて、政策・施策の具体的提案を行なった。 
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図7. カボチャ間作に関する政策・施策の提案図 
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図8.営農対策に関する政策・施策の提案図 

 

8. 結論 
 石垣島のサトウキビ農家のカボチャ間作を実施す

るかしないかの判断をする際に起因している意識に

基づき農家の意識モデルを構築することが出来た。

また、その意識モデルを基にアンケート調査を行う

ことで、定量的に、サトウキビ農家がカボチャ間作

を行う上で、あるいは間作を必要だと考える意識を

導出する事で、そこに対応する政策・施策を提案す

る事が出来た。 

 今後の課題としては、施策・政策効果の計測を行

うため、情報提供前後を聞く事によるアンケート調

査の実施や、サトウキビ農家の政策・施策への反応

をシミュレーションする必要がある。 
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